
　③　貸出金担保別内訳残高
（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 増減
貯金 34 35 1

担 動産 46 41 ▲ 5
保 その他担保 49 41 ▲ 8

計 129 117 ▲ 12
保 農業信用基金協会保証 37 56 19
証 その他保証 2 2 0

計 39 58 19
1,094 1,106 12
1,263 1,281 18

　④　債務保証見返額担保別内訳残高
（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 増減
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
6 6 0
6 6 0
0 0 0
6 6 0

　⑤　貸出金使途別内訳残高
（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 増減
設　備　資　金 1,050 1,081 31
運　転　資　金 210 199 ▲ 11

1,263 1,281 18
（注）運転資金には、「農業運転」、「事業運転」、「生活関連(自動車ローンを除く)」が該当します。

種　　類

信　　用
合　　計

不動産

合　　計

種　　類

種　　類
貯金等
有価証券
動産

合　　計

その他担保
計

信　　用
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　⑥　貸出金業種別残高
（単位：百万円、％）

農 業 ・ 林 業
水 産 業
製 造 業
鉱 業
建 設 業
不 動 産 業
電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 ・ 通 信 業
卸売・小売・飲食業
サ ー ビ ス 業
金 融 ・ 保 険 業
地 方 公 共 団 体

そ の 他

　⑦　主要な農業関係の貸出金残高

　  １）   営農類型別
（単位：百万円）

　　　穀作
　　　野菜・園芸
　　　果樹・樹園農業
　　　工芸作物
　　　養豚・肉牛・酪農
　　　養鶏・養卵
　　　養蚕
　　　その他農業
農業関連団体等
合
計

（注）１. 農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人及び農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・

　　     加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

　　　　  なお、上記⑥の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

　  　２.  「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含ま

　　   　れています。

 　 　３.  「農業関連団体等」には、JAや全農とその子会社等が含まれています。

0

1
26

0
0 0

18
0 0

0
12
23

平成27年度

977

1,263

0
156

0
0
0
0
0
0

0
107

増減
23
0

45
0

3.8%
0.0%

平成27年度 構成比 平成28年度
22
0

構成比

0.0%
0.0%
8.4%

2.1%
0.0%
0.0%

0

0

0
0
0
5

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

8
0

10
0

8
0

10

0.7%
0.0%
0.9%
0.0% 0

0
0
0
5

▲ 107

9.1%

0.0%
0.0%
0.0%
0.4%
0.0%

85.1%

0

45 22

19
107

111 0.0% ▲ 45

77.3%

平成28年度

0.0%

100.0% 19

増減

100.0%1,282
12.2%

996
107

種類
農業

個　　　　　　　　人

種類

合　　　　　　　　計

法
　
　
　
　
人

0

22

11

23 45

0 0
7
0

14
1
0
0
0

0 0
0 0
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　　 〔貸出金〕
（単位：百万円）

平成27年度
18
5
5
0

23
（注）１. プロパー資金とは、当組合原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。

　  　２. 農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことでＪＡが低

　　 　利で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。

 　 　３.  その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーS資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

　　 〔受託貸付金〕
（単位：百万円）

平成27年度
0
0
0

平成27年度 平成28年度 増減
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

　⑨　金融再生法開示債権額
（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 増減
0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

1,272 1,291 19
1,272 1,291 19

　⑩　金融再生法開示債権の保全状況
（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 増減
0 0 0
0 0 0
0 0 0

100 100 0

　⑪　元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況

　　　該当する取引はありません。

　  ２）   資金種類別

種類
日 本 政 策 金融 公庫 資金
そ の 他

種類
プ ロ パ ー 資 金
農 業 制 度 資 金

うち農業近代化資金
うちその他制度資金

合 計

合 計

３ヶ月以上延滞債権額（Ｃ）

貸出条件緩和債権額（Ｄ）

リスク管理債権合計額（E）＝（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）

項目
破綻先債権額（Ａ）

延滞債権額（Ｂ）

増減
0

平成28年度

平成28年度

25

増減

2043
0 0

17 ▲ 1

25
20
20

0
0

0
0
0

　⑧　リスク管理債権額
（単位：百万円）

貸倒引当金

担保・保証等による保全額

保全率(Ｂ)/(Ａ)

正常債権（エ）

債権額合計（ア）＋（イ）＋（ウ）＋（エ）

項目
保全額(Ｂ)

項目
破産更生債権及びこれらに準ずる債権（ア）

危険債権（イ）

要管理債権（ウ）

小計（金融再生法開示債権合計額）（Ａ）＝（ア）＋（イ）＋（ウ）
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○　自己査定と金融再生法開示債権、リスク管理債権との関係 （単位：百万円）

破綻先債権（Ａ） 0

（注１）

危険債権（イ） 0

（注３）

３ヶ月以上延滞債権（Ｃ） 0

貸出条件緩和債権（Ｄ） 0
（注２）

（注１） 経済未収金等信用事業以外の債権による差額

（注２） （Ｃ）又は（Ｄ）以外の他の貸出金及び貸出金以外の

債権による差額

（注３） 総与信と貸出金元金の差額

（注１）

合計（ア）＋（イ）＋（ウ）＋（エ） 1,291

開示債権合計額（ア）＋（イ）＋（ウ） 0
（正常債権○○百万円を除く）

正常先

正常債権（エ） 1,291

その他の要注意先

要注意先

要管理先
要管理債権（ウ） 0

リスク管理債権計（Ａ）＋（Ｂ）
＋（Ｃ）＋（Ｄ）

0

リ ス ク 管 理 債 権

（ 貸 出 金 元 金 ベ ー ス ）

延滞債権（Ｂ） 0

（注３）

破綻懸念先

自 己 査 定 債 務 者 区 分

（ 総 与 信 ベ ー ス ）

金 融 再 生 法 開 示 債 権

（信用事業与信額ベース、要管理債権は貸出金元金）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権（ア） 0
破綻先

実質破綻先

（注１）
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○　不良債権に関わるディスクロージャーとして、農業協同組合法に基づくもの（リスク管理債権）と金融
　機能の再生のための緊急措置に関する法律（以下、「金融再生法」という。）に基づくもの（金融再生法
　開示債権）があり、自己査定に基づいて決定された債務者区分に従って開示区分が決定されます。なお、
　当ＪＡは金融再生法の対象とはなっていませんが、参考として同法の定める基準に従い債権額を掲載して
　おります。

○　金融再生法開示債権の用語説明 ○　リスク管理債権の用語説明

　破産などの事由により経営破綻に陥っている先 　未収利息を計上していない貸出金のうち、破産
　に対する債権やこれらに準ずる債権 　法などの法的手続きが取られている先や手形交

　換所で取引停止処分などを受けた先に対する貸
　出金

　経営破綻の状態には至っていないが、財政状態 　未収利息を計上していない貸出金であって、破
　や経営成績が悪化して、契約に従った債権の元 　綻先債権及びお取引先の経営再建や支援を図る
　本の回収及び利息の受取りができない可能性の 　ために利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出
　高い債権 　金

　３カ月以上延滞債権と貸出条件緩和債権で、 　元本や利息の支払いが約定支払日の翌日から３
　「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」「危 　カ月以上遅延している貸出金で、「破綻先債権｣
　険債権」に該当しないもの 　「延滞債権」に該当しないもの

　財政状態及び経営成績に特に問題がないものと 　お取引先の経営再建や支援のために、金利の減
　して、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」 　免、元本の支払猶予、債権放棄など、お取引先
　「危険債権」「要管理債権」以外のものに区分 　に有利な取り決めを行った貸出金で、「破綻先
　される債権 　債権」「延滞債権」「３カ月以上延滞債権」に

　該当しないもの

正常債権 貸出条件緩和債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 破綻先債権

危険債権 延滞債権

要管理債権 ３カ月以上延滞債権
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　⑫　貸倒引当金内訳
（単位：千円）

その他
一般貸倒引当金 4,104 4,210
個別貸倒引当金 758 830

合 計 4,862 5,040

その他
一般貸倒引当金 4,210 4,306
個別貸倒引当金 830 110

合 計 5,040 4,416

　⑬　貸出金償却額
（単位：千円）

項目
貸出金償却額

 （３）内国為替取扱実績
（単位：件、千円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
送金・振込為替 1,021 358,862 8,373 1,486,863 1,011 299,467 8,792 966,250
代金取立為替 0 0 0 0 0 0 0 0

雑為替 403 132,965 114 1,401,504 404 128,806 99 600,985
合 計 1,424 491,828 8,487 2,888,367 1,415 428,273 8,891 1,567,235

 （４）有価証券

　①　保有有価証券平均残高
（単位：千円）

種類 平成27年度 平成28年度 増減
国 債 0 0 0
地 方 債 0 0 0
政 府 保 証 債 0 0 0
金 融 債 0 0 0
社 債 0 0 0
株 式 0 0 0
受 益 証 券 0 0 0
貸付有価証券 0 0 0

合 計 0 0 0
商 品 国 債 0 0 0

5,040 4,416

4,210 4,306
830 110

4,862 5,040

種目
平成28年度

期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高
目的使用

4,104 4,210
758 830

種目
平成27年度

期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高
目的使用

平成27年度

種類
平成28年度

仕向け 被仕向け

0
平成28年度

0

仕向け 被仕向け
平成27年度
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　②　保有有価証券残存期間別残高
（単位：千円）

１年超 ３年超 ５年超 ７年超 期間の定め
３年以下 ５年以下 ７年以下 10年以下 のないもの

国 債 0 0 0 0 0 0 0 0
地 方 債 0 0 0 0 0 0 0 0
政 府 保 証 債 0 0 0 0 0 0 0 0
金 融 債 0 0 0 0 0 0 0 0
社 債 0 0 0 0 0 0 0 0
株 式 0 0 0 0 0 0 0 0
受 益 証 券 0 0 0 0 0 0 0 0
貸付有価証券 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0 0 0

１年超 ３年超 ５年超 ７年超 期間の定め
３年以下 ５年以下 ７年以下 10年以下 のないもの

国 債 0 0 0 0 0 0 0 0
地 方 債 0 0 0 0 0 0 0 0
政 府 保 証 債 0 0 0 0 0 0 0 0
金 融 債 0 0 0 0 0 0 0 0
社 債 0 0 0 0 0 0 0 0
株 式 0 0 0 0 0 0 0 0
受 益 証 券 0 0 0 0 0 0 0 0
貸付有価証券 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0 0 0

　③　有価証券の評価損益
（単位：千円）

取得価額
(償却原価)

時価 評価損益
取得価額
(償却原価)

時価 評価損益

売 買 目 的 0 0 0 0 0 0
満期保有目的 0 0 0 0 0 0
そ の 他 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0
（注）１．取得価額には、償却原価法に基づいて算定された価額も含まれております。

　　　２．本表記載の有価証券の時価は期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものです。

　　　３．売買目的有価証券については、時価を貸借対照表価額としており、評価損益については当期の損益に含まれております。

　　　４．満期保有目的有価証券については、取得価額が貸借対照表価額として計上されております。

　　　５．その他有価証券については、時価を貸借対照表価額としております。

　④　金銭の信託の評価損益
（単位：千円）

取得価額
(償却原価)

時価 評価損益
取得価額
(償却原価)

時価 評価損益

そ の 他 0 0 0 0 0 0
（注） 本表記載の金銭の信託の時価は期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものです。

種類

種類
平成28年度

１年以下 10年超 合計

１年以下 10年超 合計

平成27年度

保 有 区 分
平成27年度 平成28年度

区 分
平成27年度 平成28年度
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 ２．共済取扱実績
 （１）長期共済新契約高・長期共済保有高

（単位：千円）

新契約高 保有高 新契約高 保有高
147,800 5,850,331 120,700 5,432,521

0 26,000 0 26,000
125,579 4,915,645 51,923 4,224,307

う ち こ ど も 共 済 19,500 791,000 30,500 755,000
0 78,000 0 76,500
0 8,500 0 9,000
0 63,300 0 63,300

3,007 4,274 2,626 6,901
0 0 0 0

729,500 11,023,926 684,650 10,821,276
1,005,886 21,969,978 859,900 20,659,806

（注）金額は、保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額（付加された定期特約

　　金額等を含む）、年金共済は付加された定期特約金額）を表示しています。

 （２）医療系共済の入院共済金額保有高
（単位：千円）

新契約高 保有高 新契約高 保有高
195 1,731 163 1,850
25 235 35 270
0 75 0 75

220 2,041 198 2,195
（注）金額は、入院共済金額を表示しています。

 （３）介護共済の介護共済金額保有高
（単位：千円）

新契約高 保有高 新契約高 保有高
5,000 16,563 10,000 26,563
5,000 16,563 10,000 26,563

（注）金額は、介護共済金額を表示しています。

 （４）年金共済の年金保有高
（単位：千円）

新契約高 保有高 新契約高 保有高
4,880 72,737 5,195 69,871

0 25,702 0 29,717
4,880 98,440 5,195 99,589

（注）金額は、年金金額（利率変動型年金にあっては、最低保証年金金額）を表示しています。

 （５）短期共済新契約高
（単位：千円）

平成27年度 平成28年度
2,574 2,594

34,327 34,809
817 909

0 0
0 0
4 15

10,340 8,909
48,064 47,238

（注）金額は受入共済掛金を表示しています。

平成28年度平成27年度

種類
火 災 共 済
自 動 車 共 済

平成28年度

平成28年度平成27年度

平成27年度

種類
平成27年度 平成28年度

介 護 共 済
合 計

傷 害 共 済
団 体 定 期 生 命 共 済
定 額 定 期 生 命 共 済

定 期 医 療 共 済
介 護 共 済

年 金 開 始 後
合 計

年 金 開 始 前

合 計
定 期 医 療 共 済

項目

賠 償 責 任 共 済
自 賠 責 共 済
合 計

種類

合 計

終 身 共 済
定 期 生 命 共 済
養 老 生 命 共 済

医 療 共 済
が ん 共 済

年 金 共 済
建 物 更 生 共 済

生
命
総
合
共
済

医 療 共 済
が ん 共 済

項目
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 ３．その他事業の実績
　（１）購買品取扱高

（単位：千円）

供給高 手数料 供給高 手数料
241,471 37,347 245,095 33,827
30,794 8,472 28,731 8,277

272,265 45,819 273,826 42,104

 （２）受託販売品取扱高
（単位：千円）

販売高 手数料 販売高 手数料
166,576 7,869 240,919 9,577
80,748 2,527 93,136 2,652

0 0 0 0
247,324 10,126 334,056 12,228

 （３）保管事業の収支内訳
（単位：千円）

平成27年度 平成28年度
保 管 料 2,154 2,345
荷 役 料 0 0
検 査 手 数 料 625 651
そ の 他 の 収 益 0 0

保 管 材 料 費 397 397

保 管 労 務 費 0 0
そ の 他 の 費 用 0 0

2,382 2,599

 （４）加工事業取扱実績
（単位：千円）

販売高 手数料 販売高 手数料
2,257 1,394 1,833 ▲ 230

147 ▲ 53 169 ▲ 394

2,404 1,341 2,002 ▲ 624

 （５）利用事業取扱実績
（単位：千円）

取扱数量・金額 手数料 取扱数量・金額 手数料
21件 6,373 23件 6,303

6,510 6,289
7,392 6,761

16 3

20,292 19,356

平成28年度平成27年度
項目

生 産 資 材
生 活 物 資
合 計

差 引

平成27年度

平成27年度

育 苗 セ ン タ ー

柿

合 計

合 計

項目

味 噌

そ の 他

合 計

葬 祭

種類

ラ イ ス セ ン タ ー

平成28年度

平成28年度

収
益

費
用

平成27年度 平成28年度
種類

項目

米
米 以 外 の 農 産 物
畜 産 物
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 （６）介護事業取扱実績
（単位：千円）

平成27年度 平成28年度
訪 問 介 護 収 益 0 0
居宅介護支援収益 0 0

0 0
そ の 他 の 収 益 0 0
介 護 労 務 費 0 0

0 0
そ の 他 の 費 用 0 0

0 0

 （７）指導事業の収支内訳
（単位：千円）

平成27年度 平成28年度
賦 課 金 0 0
指 導 事 業 補 助 金 372 252
実 費 収 入 0 440
そ の 他 の 収 入 0 0
営 農 改 善 費 1,622 1,655
生 活 文 化 事 業 費 0 0
教 育 情 報 費 0 0
協 力 団 体 育 成 費 550 550
農 政 活 動 費 89 89
相 談 活 動 費 0 0

▲ 1,889 ▲ 1,601

Ⅳ　経営諸指標

 １．利益率 　　
（単位：％）

項目 平成27年度 平成28年度 増減
総資産経常利益率 0.26 0.17 ▲ 0.09
資本経常利益率 3.56 2.20 ▲ 1.36
総資産当期純利益率 0.19 0.14 ▲ 0.05
資本当期純利益率 2.63 1.82 ▲ 0.81
（注）１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
　　　２．資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×100
　　　３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
　　　４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×100

 ２．貯貸率・貯証率
（単位：％）

平成27年度 平成28年度 増減
期 末 18.37 19.57 1.20
期 中 平 均 18.69 19.97 1.28
期 末 0.00 0.00 0.00
期 中 平 均 0.00 0.00 0.00

（注）１．貯貸率（期　　　末）＝貸出金残高／貯金残高×100
　　　２．貯貸率（期中平均）＝貸出金平均残高／貯金平均残高×100
　　　３．貯証率（期　　　末）＝有価証券残高／貯金残高×100
　　　４．貯証率（期中平均）＝有価証券平均残高／貯金平均残高×100

差 引

収
益

費
用

項目

区分

貯貸率

貯証率

項目

収
入

支
出

差 引
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Ⅴ　自己資本の充実の状況
　１．自己資本の状況

　　◇自己資本比率の状況

　　◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

　　　　○　普通出資による資本調達額
　 内　　容

町野町農業協同組合

普通出資

208百万円（前年度211百万円）

項　　目

発行主体

資本調達手段の種類

コア資本に係る基礎項
目に算入した額

  当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者

のニーズに応えるため、財務基盤の強化を経営の重要課題として取り

組んでいます。内部留保に努めるとともに、不良債権処理及び業務の

効率化に取り組んだ結果、平成28年12月末における自己資本比率は、

24.43％となりました。 
 

当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。 

 当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率

を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスク

に対応した十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の

充実に努めています。 
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（単位：百万円、％）

経過措置
による不
算入額

経過措置
による不
算入額

550 553

211 208

348 352

6 4

-3

4 4

4 4

554 557

28年度

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

２．自己資本の構成に関する事項

項　　目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額

うち、再評価積立金の額

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額（△）

うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

27年度

コア資本に係る基礎項目　　　　（１）

うち、出資金及び資本準備金の額

うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうちコア資本に係る基礎項目の額に含ま
れる額

うち、回転出資金の額

うち、上記以外に該当するものの額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調
達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセント
に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額　（イ）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
の額の合計額

うち、のれんに係るものの額

コア資本に係る調整項目　　　　　　（２）

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外
の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入
される額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
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554 557

2,084 2,004

-383 -375

-383 -375

279

292

2,376 2,283

23.32% 24.43%

（注）１．農協法第11条の２第１項第１号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式
　　　　　に基づき算出しています。
　　　２．当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リス
　　　　　ク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル･リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。
　　　３．当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

前払年金費用の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

特定項目に係る十パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連
するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連
するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するもの
の額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連
するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連
するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するもの
の額

コア資本に係る調整項目の額　（ロ）

自己資本

自己資本の額　（（イ）　－　（ロ））　（ハ）

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置により、リスク・アセットの額に算入される額の合計額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライ
ツに係るものを除く。）

リスク・アセット等　　　　　　（３）

うち、繰延税金資産

うち、前払年金費用

自己資本比率　（（ハ） ／ （二））

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た
額

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額　（ニ）

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

うち、上記以外に該当するものの額

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るもの
の額

自己資本比率
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３．自己資本の充実度に関する事項

 信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度
リスク・アセッ

ト額
所要自己資

本額
リスク・アセッ

ト額
所要自己資

本額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％

我が国の中央政府及び中央銀
行向け

我が国の地方公共団体向け

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取
引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

信用保証協会等による保証付

共済約款貸付

出資等

他の金融機関等の対象資本調達手段

特定項目のうち調達項目に算
入されないもの

複数の資産を裏付とする資産（所謂
ファンド）のうち、個々の資産の把握が
困難な資産

証券化

経過措置によりリスク・アセット
の額に算入・不算入となるもの

上記以外

    a     a

    a     a

（注）１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。

　　　２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

　　　３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機

　　　　　関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

　　　４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。

　　　５．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産に係る信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部

　　　　　または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

　　　６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入・不算入になるもの」とは、他の金融機関等の対象資本調達手段、コア資本に係る調整項目（無形

　　　　　固定資産、前払年金費用、繰延税金資産等）および土地再評価差額金に係る経過措置により、リスク・アセットに算入したもの、不算入とした

　　　　　ものが該当します。

　　　７．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国債開発銀行

　　　　　向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジット

　　　　　デリバティブの免責額が含まれます。

　　　８．当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。

　　〈オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）〉

　　　　　（粗利益（正の値の場合に限る）×15％）の直近3年間の合計額

　　　　　　　　　　　直近3年間のうち粗利益が正であった年数
÷8％

91

80

19

44

7

42

0

1,053

0

0

01

0

1

0

534

0

0

792

6

31

0 56

エクスポー
ジャーの期末

残高

信用リスク・アセット

26 8 0 22

5,267

0 0

5,617

0 0

1,123

エクスポー
ジャーの期末

残高

0 0

978 0

0 0

0 0

0 0

0

0 0

0

00

0

0 996

0

0

0 0

0

00

0

0

4 1 0 4

0 0 0

0

0

0 0 0 0

0 0 0 0

5 0

00 1

477

信用リスク・アセットの額の合計額

00

35 1

0

37 3

0 0

532 483 19

2

3535

2,084 83 7,237 2,004

0

0 0

所要自己資
本額

b＝a×４％

35

7,560

322

2

0 00

b＝a×４％

オペレーショナル・リスクに対する所要自
己資本の額
＜基礎的手法＞

オペレーショナル・リスク相当
額を８％で除して得た額

オペレーショナル・リスク相当
額を８％で除して得た額

所要自己資
本額

292 11 279 11

総所要自己
資本額

b＝a×４％ b＝a×４％総所要自己資本額

リスク・アセット等（分母）計
総所要自己

資本額
リスク・アセット等（分母）計

2,376 95 2,283

0

0 0 0

805

6

32

0

317

2

0

-15

標準的手法を適用するエクスポージャー別計

ＣＶＡリスク相当額÷８％

中央清算機関関連エクスポージャー

7,560 2,084 83 7,237 2,004 80

0 -383 -15 0 -375

0 0 0 0 0 0

0 0
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４．信用リスクに関する事項

　①標準的手法に関する事項

　当JAでは自己資本比率算出要領にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により

算出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定にあたり使用す

る格付等は次のとおりです。

（ア） リスク・ウエイトの判定にあたり使用する格付は、以下の適格格付機関による依頼格付のみ使用

　　し、非依頼格付は使用しないこととしています。

（イ） リスク・ウエイトの判定にあたり使用する適格格付機関の格付又はカントリー・リスク・スコア

　　は、主に以下のとおりです。

 法人等向けエクスポージャー（長期）  R&I, Moody’s, JCR, S&P, Fitch

 法人等向けエクスポージャー（短期）  R&I, Moody’s, JCR, S&P, Fitch

エクスポージャー  適格格付機関 カントリー・リスク・スコア

 金融機関向けエクスポージャー  日本貿易保険

 フィッチレーティングスリミテッド （Fitch）

適格格付機関

 株式会社格付投資情報センター （Ｒ＆Ｉ）

 株式会社日本格付研究所 （ＪＣＲ）

 ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク （Moody’s）

 スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ （Ｓ＆Ｐ）
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 ② 信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高 信用リスクに関するエクスポージャーの残高

うち貸出金
等

うち債券
うち店頭デ
リバティブ

うち貸出金
等

うち債券
うち店頭デ
リバティブ

農業 5 5 0 0 0 26 26 0 0 0

林業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建設・不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電気・ガス・熱供給・
水道業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運輸・通信業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金融・保険業 5,945 107 0 0 0 5,591 107 0 0 0

卸売・小売・飲食・
サービス業 27 0 0 0 0 27 0 0 0 0

日本国政府・地方公
共団体 978 978 0 0 0 996 0 0 0 0

上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

184 181 0 0 0 161 159 0 0 0

417 0 0 0 0 432 0 0 0 0

7,560 1,272 0 0 0 7,237 1,291 0 0 0

１年以下 5,639 22 0 0 5,286 18 0 0

１年超３年以下 62 62 0 0 55 55 0 0

３年超５年以下 34 34 0 0 43 43 0 0

５年超７年以下 19 19 0 0 95 95 0 0

７年超10年以下 174 174 0 0 97 97 0 0

10年超 934 934 0 0 952 952 0 0

期限の定めのないもの 695 25 0 0 707 29 0 0

7,560 1,272 0 0 7,237 1,291 0 0
（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の

　　　　　与信相当額を含みます。

　　　２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間及び融資枠

　　　　　の範囲でお客様のご請求に基づき、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの融資可能残額も含めています。

　　　３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引のものをいいます。

　　　４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。

　　　５．「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。

　　　６．当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しています。

　業種別残高計

　残存期間別残高計

三月以上
延滞エクス
ポージャー
期末残高

三月以上
延滞エクス
ポージャー
期末残高

法
人

個　人

その他
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 ③ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度

目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 4,104 4,210 4,104 4,210 4,210 4,306 4,210 4,306

個別貸倒引当金 757 830 0 757 830 830 110 830 110

 ④ 業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却等の額　　

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度

目的使用 その他 目的使用 その他

農業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

林業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建設・不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電気・ガス・熱供
給・水道業

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運輸・通信業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金融・保険業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

卸売・小売・飲食・
サービス業

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

757 830 0 757 830 0 830 110 0 830 110 0

757 830 0 757 830 0 830 110 0 830 110 0

（注）　当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しています。

貸出金償却

期中減少額 
期末残高期首残高

期中減少額 
期末残高

期中増加額
期中減少額

期末残高
期中減少額

期首残高
期末残高

区分 期中増加
額

貸出金償却
区分

期首残高 期中増加額

個人

法
人

期首残高 期中増加額

　業種別残高計
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 ⑤ 信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウエイト1250％を適用する残高

（単位：千円）

格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

リスク・ウエイト0% 0 1,036,142 1,036,142 0 1,060,464 1,060,464

リスク・ウエイト２% 0 0 0 0 0 0

リスク・ウエイト４% 0 0 0 0 0 0

リスク・ウエイト10% 0 35,508 35,508 0 52,419 52,419

リスク・ウエイト20% 0 5,617,109 5,617,109 0 5,267,702 5,267,702

リスク・ウエイト35% 0 25,526 25,526 0 22,255 22,255

リスク・ウエイト50% 0 830 830 0 110 110

リスク・ウエイト75% 0 1,841 1,841 0 2,194 2,194

リスク・ウエイト100% 0 640,723 640,723 0 630,137 630,137

リスク・ウエイト150% 0 199,860 199,860 0 199,860 199,860

リスク・ウエイト200% 0 0 0 0 0 0

リスク・ウエイト250% 0 2,668 2,668 0 2,404 2,404

その他 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 7,560,207 7,560,207 0 7,237,549 7,237,549

（注）

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス

　　取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク･ウエイト判定において格付を使用しているもの、「格付なし」にはエクスポージャーのリスク･ウエイト判定に

　　おいて格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウエイトによって集計しています。また、経過措置

　　によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。

４．1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係るもの、重要な出資に係る

　　エクスポージャーなどリスク・ウエイト1250％を適用したエクスポージャーがあります。

平成28年度

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

リスク・ウエイト1250%

計

平成27年度
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５．信用リスク削減手法に関する事項

　① 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク ・ アセット額の算出において、エクス

ポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーのリスク ・

ウエイトに代えて、担保や保証人に対するリスク ・ ウエイトを適用するなど信用リスク ・ アセット額を軽減す

る方法です。

　当JAでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。

　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と自組合貯金の相殺」を適用しています。

　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部又は一部が、取引相手又は取引相手の

ために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当JAでは、適格金融資

産担保付取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウエイトが適用される中央政府等、わが国の地方

公共団体、地方公共団体金融機構、わが国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、

及び金融機関又は第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付を付与しているものを適格保証人と

し、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク ・ ウエイトに

代えて、保証人のリスク ・ ウエイトを適用しています。

　ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長期格付がＡ－またはＡ３

以上で、算定基準日に長期格付がBBB－またはBaa３以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エ

クスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク ・ ウエイトに代えて、

保証人のリスク ・ ウエイトを適用しています。

　貸出金と自組合貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類する

事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有していること、

②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自組合貯金をいずれの時点においても特定することがで

きること、③自組合貯金が継続されないリスクが監視及び管理されていること、④貸出金と自組合貯金の相殺

後の額が、監視及び管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自組合貯

金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。

　担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直しを行っています。

なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。
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 ② 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額
（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度

適格金融
資産担保

保証
クレジット・

デリバティブ
適格金融
資産担保

保証
クレジット・

デリバティブ

地方公共団体金融機構向け 0 0 0 0 0 0

我が国の政府関係機関向け 0 0 0 0 0 0

地方三公社向け 0 0 0 0 0 0

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 0 0 0 0 0 0

法人等向け 0 0 0 0 0 0

中小企業等向け及び個人向け 0 0 0 0 0 0

抵当権付住宅ローン 0 0 0 0 0 0

不動産取得等事業向け 0 0 0 0 0 0

三月以上延滞等 0 0 0 0 0 0

証券化 0 0 0 0 0 0

中央清算機関関連 0 0 0 0 0 0

上記以外 0 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0

（注）１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ･バランスを含む）のことをいい、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。

　　　２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関及び第

　　　　　一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク･ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

　　　３．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全

　　　　　部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

　　　４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立

　　　　　未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。

　　　５．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したいもの（プロテクションの買い手）と信用リスクを取得した

　　　　　い者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に信用事由（延滞・破産など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約

　　　　　に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

６．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はありません。

７．証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

区分
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８．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

　①出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

　「出資その他これに類するエクスポージャー」とは、主に貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資

勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当JAにおいては、これらを①子会社及び関連

会社株式、②その他有価証券、③系統及び系統外出資に区分して管理しています。

　①子会社及び関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当JAの事業のより効率

的運営を目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析の

他、毎月定期的な連絡会議を行う等適切な業況把握に努めています。

　②その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスクの把握

及びコントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及びポート

フォリオの状況やALMなどを考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに経営層で構成するALM委

員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は理事会で決定し

た運用方針及びALM委員会で決定された取引方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを

行っています。運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行っているかどうか

チェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

　③系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議

を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。

　なお、これらの出資その他これに類するエクスポージャーの評価等については、①子会社及び関連会

社については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて子会社等損失引当金を、②その他有価証券につ

いては時価評価を行った上で、取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金」とし

て純資産の部に計上しています。③系統及び系統外出資については、取得原価を記載し、毀損の状況に

応じて外部出資等損失引当金を設定しています。また、評価等重要な会計方針の変更等があれば、注記

表にその旨記載することとしています。

② 出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上場 0 0 0 0

非上場 249 249 244 244

合計 249 249 244 244

(注）　　「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

③ 出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度

売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

0 0 0 0 0 0

④ 貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券と

　　している株式・出資の評価損益等）

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度

評価益 評価損 評価益 評価損

0 0 0 0

⑤ 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度

評価益 評価損 評価益 評価損

0 0 0 0
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９．金利リスクに関する事項

　① 金利リスクの算定方法の概要

　金利リスクは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在

する中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。

　当JAでは、金利リスク量を計算する際に基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、またリスク

情報の管理・報告に係る事項を「余裕金運用リスク管理規程」に定め、適切なリスクコントロールに努

めています。具体的な金利リスクの算定方法、管理方法は以下のとおりです。

　・市場金利が上下に２％変動した時（ただし０％を下限）に発生する経済価値の変化額（低下額）を

金利リスク量として毎月算出しています。

　・要求払貯金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払い出され

る要求払貯金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する貯金をコア貯金と定義し、

①過去５年の最低残高、②過去５年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、③現残高の５０％

相当額のうち、最小の額を上限とし、０～５年の期間に均等に振り分けて（平均残存２．５年）リス

ク量を算定しています。

　・金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利リスク量を相殺して算定します。

　　　　　金利リスク＝運用勘定の金利リスク量＋調達勘定の金利リスク量（▲）

　算出した金利リスク量は毎月経営層に報告するとともに、四半期ごとにALM委員会及び理事会に報

告して承認を得ています。また、これらの情報を踏まえ、四半期ごとに運用方針を策定しています。

② 金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度

金利ショックに対する損益・経済価値
の増減額

0 4
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　　ｄ．受取利息及び支払利息の増減・ 28 13．貸出金にかかる事項

　　ｅ．総資産経常利益率及び資本経 　①　破綻先債権に該当する貸出金・・ 32

　　　常利益率・・・・・・・・・・・ 39 　②　延滞債権に該当する貸出金・・・ 32

　　ｆ．総資産当期純利益率及び資本 　③　３カ月以上延滞債権に該当する

　　　当期純利益率・・・・・・・・・ 39 　　貸出金・・・・・・・・・・・・・ 32

　②　貯金に関する指標 　④　貸出条件緩和債権に該当する貸

　　ａ．流動性貯金、定期性貯金、譲 　　出金・・・・・・・・・・・・・・ 32

　　　渡性貯金、その他の貯金の平均 14．自己資本の充実の状況・・・・・・ 40～51

　　　残高・・・・・・・・・・・・・ 29 15．次に掲げるものに関する取得価額

　　ｂ．固定金利定期貯金、変動金利 　又は契約価額、時価及び評価損益

　　　定期貯金及びその他の区分ごと 　①　有価証券・・・・・・・・・・・ 36

　　　の定期貯金の残高・・・・・・・ 29 　②　金銭の信託・・・・・・・・・・ 36

　③　貸出金等に関する指標 　③　金融先物取引等・・・・・・・・ 該当なし

　　ａ．手形貸付、証書貸付、当座貸 16．貸倒引当金の期末残高及び期中の

　　　越及び割引手形の平均残高・・・ 29 　増減額・・・・・・・・・・・・・・ 35

　　ｂ．固定金利及び変動金利の区分 17．貸出金償却額・・・・・・・・・・ 35

　　　ごとの貸出金の残高・・・・・・ 29

　　ｃ．担保の種類別の貸出金残高及

　　　び債務保証見返額・・・・・・・ 30

　　ｄ．使途別の貸出金残高・・・・・ 30

　　ｅ．主要な農業関係の貸出実績・・ 31

　　ｆ．業種別の貸出金残高及び当該

　　　貸出金残高の貸出金の総額に対

　　　する割合・・・・・・・・・・・ 31
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